
 日専連ETCカード利用規定 
 
第1条（定義） 
本規定における次の用語の意味は、以下の通りとします。 

（１）「ETC会員」とは、株式会社日専連静岡（以下「当社」といいます）所定の会員規約に定める会員のうち、本規定および道路事業者（第4
項に定めるものをいいます）が別途定めるETCシステム利用規程（以下「ETCシステム利用規程」といいます）を承認のうえ、本規定に定
めるETCカードの利用を当社所定の方法により申し込み、当社がこれを認めた方をいいます。 

（２）ETC会員のうち、会員規約に定める本会員、法人会員およびカード使用者を、それぞれ「ETC本会員」、「ETC法人会員」および「ETC
カード使用者」といいます。 

（３）「ETCカード」（以下「本カード」といいます）とは、道路事業者が運営するETCシステムにおいて利用される通行料金支払いの為の機能

を付した専用カードをいいます。 
（４）「道路事業者」とは、東日本高速道路株式会社、中日本高速道路株式会社、西日本高速道路株式会社、首都高速道路株式会社、阪神高速道

路株式会社、本州四国連絡高速道路株式会社、もしくは地方道路公社または都道府県市町村など道路整備特別措置法に基づく有料道路管理

者で、道路整備特別措置法に基づく有料道路管理者のうち当社がETCクレジットカード決済契約を締結した事業者をいいます。 
（５）「ETCシステム」とは、道路事業者所定の料金所においてETC会員が本カードおよび車載器、ならびに道路事業者の路側システムを利用し

て通行料金の支払いを行うシステムをいいます。 

（６）「車載器」とは、ETC会員がETCシステム利用の為車輌に設置する通信を行うための装置をいいます。 
（７）「路側システム」とは、道路事業者所定の料金所のETC車線に設置され、ETC会員の車載器と無線により必要情報を授受する装置をいいま

す。 

 
第2条（本カードの発行、貸与） 
１．当社は、ETC会員（会員規約（コーポレートカード）が適用される場合はETCカード使用者をいいます。以下本条において同じ。）に対

し、会員規約に基づき貸与しているカードのうちETC会員が指定し当社が認めたカード（以下「親カード」といいます）に追加して、本カ
ードを発行し、当社が貸与します。 

２．本カードの所有権は当社にあり、ETC会員は善良なる管理者の注意をもって本カードを使用し、管理しなければなりません。また、ETC会

員は、他人に対し、本カードを貸与、預託、譲渡もしくは担保提供を一切してはなりません。なお、本カードは、本カード上に表示された
ETC会員本人だけが使用できるものとします。 

 

第3条（本カードの機能、利用方法） 
１．ETC会員は、道路事業者所定の料金所において、本カードを挿入した車載器を介し路側システムと無線により必要情報を授受することによ

り、有料道路の通行料金の支払いを行うことができるものとします。 

２．ETC会員は、道路事業者所定の料金所において、本カードを提示して有料道路の通行料金を支払うことができるものとします。 
３．ETC会員は、道路事業者が別途定めるETCマイレージサービス利用規約（以下「マイレージ規約」といいます）に基づき、本カードをマイ

レージ規約に定める登録カードとしてユーザー登録手続きを行うことにより、マイレージ規約で定めるETCマイレージサービス（以下

「ETCマイレージサービス」といいます）を利用することができます。 
 
第4条（本カードの有効期限） 

本カードの有効期限は当社が指定するものとし、本カード上に表示された年月の末日までとします。 
 
第5条（本カードの年会費） 

ETC本会員またはETC法人会員（会員規約（コーポレートカード）が適用される場合はETCカード使用者をいいます）は、当社所定の本カード
にかかる年会費（ETCカード使用者の有無・人数によって異なる。）を、親カードの年会費とは別に、親カードにかかる年会費と同様の方法で
支払うものとします。なお、本カードかかる年会費は、本規定を解約、解除した場合でもお返ししません。 

 
第6条（本カード利用代金の支払い） 
１．ETC会員による本カードの利用は、全て親カードの利用とみなされるものとし、本カードの利用代金（第3条に定める本カードの利用に基

づく代金をいいます。以下同じ。）は、親カードのカード利用代金と合算して、親カードと同様の方法で支払われるものとします。 
  なお、親カードの利用可能な金額の計算にあたり、本カードの利用金額は、親カードの利用残高に合算されます。 
２．本カード利用代金の支払区分は、1回払いとなります。ただし、親カードについて別途定めがある場合には、当該定めによるものとしま

す。 
３．本カード利用代金は、道路事業者が作成した請求データに基づくものとし、ETC本会員またはETC法人全員（会員規約（コーポレートカー
ド）が適用される場合はETCカード使用者をいいます。以下本項および次項において同じ。）は、当社に対して当該請求データに基づく金額

を支払うものとします。万一、道路事業者作成の請求データに疑義がある場合は、ETC会員と道路事業者間で解決するものとし、ETC本会員
またはETC法人会員は当社に対する支払義務を免れないものとします。 

４．第1項および第2項の規定にかかわらず、当社が、破産、民事再生または会社更生の申立て等の理由により料金を徴収することが困難となっ

た場合、道路事業者が自ら料金を徴収することがあります。 
 
第7条（本カードの紛失・盗難等） 

１．本カードの紛失・盗難については、会員規約における「カードの紛失・盗難」に関する規定が準用されます。ただし、本カードを車内に放
置していた場合、紛失・盗難等について重大な過失があったものとみなします。 

２．第1項の規定にかかわらず、ETC会員は、本カードの紛失・盗難等が発生した場合においては、自己の責任で道路事業者に対しETCマイレ

ージサービスの利用停止の申し出を行うものとします。当社は、第三者の不正利用によるETCマイレージサービス利用などについて、一切
の責任を負わないものとします。 

 

第8条（本カードの再発行） 
１．本カードの再発行については会員規約の定めを準用するものとし、ETC本会員またはETC法人会員（会員規約（コーポレートカード）が適

用される場合はETCカード使用者をいいます）が、当社所定の再発行手数料（ETCカード使用者の有無・人数によって異なる。）を親カー

ドにかかる再発行手数料と同様の方法で支払うものとします。ただし、ETC会員の責によらず、本カード自体にETCシステムの利用の障害
となる明らかな原因があると認められた場合は、この限りではありません。 

 

２．前項に定めるほか、ETC会員の会員番号が変更となった場合には、ETCマイレージサービス、有料道路身体障害者割引制度その他道路事業
者が実施する登録型割引制度を利用するETC会員は、自らの責任で、道路事業者所定の会員番号変更手続きを行うものとし、当該手続きが
完了するまでの間、本カード利用がそれらの制度における割引の対象とならないことをあらかじめ承諾するものとします。当社は、本カー

ドの利用が割引対象とならないことによりETC会員が被った損失、損害について一切の責任を負わないものとします。 



 

第9条（利用停止措置） 
当社は、ETC会員が本規定もしくは会員規約に違反しまたは本カードもしくは親カードの使用状況が適当でないと判断した場合、ETC会員に通
知することなく本カードの利用停止の措置をとることができるものとします。当社は、当該利用停止の措置にかかる道路上での事故に関し、こ

れを解決しもしくは損害を賠償する等の責任を一切負わないものとします。 
 
第10条（解約、解除等） 

１．ETC会員は、当社所定の方法により本規程を解約することができます。 
2．本規定は、次のいずれかに該当する場合、(1)(2)においては当然に、(3) においては当社の通知により、(4)においては相当期間を定めた当

社からの通知・催告後に是正されない場合に解除されます。 

（１）ETC会員が会員規約に基づき退会し、または会員資格を喪失した場合。 
（２）当社が有効期限を更新した本カードを発行しないで、本カードの有効期限が経過したとき。 
（３）ETC会員が本規定もしくは会員規約に違反し、または本カードもしくは親カードの使用状況が適当でないと当社が判断した場合。 

（4）ETC 会員が本規定もしくは会員規約に違反した場合。  
3．ETC 本会員もしくはETC 法人会員が本規定を解約し、または本規定を解除された場合、当該会員にかかるETC会員もしくはETCカード使

用者の本規定に基づく両社との契約は当然に終了します。なお、ETC本会員もしくはETC法人会員は、本規定に基づく契約終了後に、ETC

会員が本カードを利用した場合にも支払義務を負うものとします。  
4．前三項の場合、ETC 会員は直ちに本カードを返還または本カードに切り込みを入れて破棄するものとし、本カードの使用を停止しなければ

ならないものとします。また、前項の適用がある場合は、ETC本会員またはETC法人会員は、当該会員にかかるETC会員またはETCカード

使用者に貸与された全ての本カードに関して、各ETC会員が当該義務を遵守することについて責任を負うものとします。ETC 会員が本カー
ドを当社に返還せず、かつ本カードに切り込みを入れて破棄しなかった状態において、他人が本カードを不正に使用した場合には、ETC会
員に重大な過失があったものと推定し、会員規約（カードの紛失、盗難による責任の区分）を準用し、そのカードの利用代金はETC本会員

またはETC法人会員の負担とします。ただし、本カードの管理につき、ETC 会員に故意または重大な過失が存在しない場合には、この限り
ではありません。 

 

【個人情報の取り扱いに関する同意条項】 
第11条（道路事業者への個人情報の提供） 

ETC会員は、以下に定めるETC会員の情報を以下に定める目的で当社が道路事業者に対して通知、提供する場合があることを同意するものとし

ます。 
（１）ETC会員がETCマイレージサービスのユーザー登録（本条において変更登録を含む。）に際して本カードの会員番号を誤って登録した場合

に道路事業者が当該ETC会員のユーザー登録を有効に完了するため、当社がETC会員に代わって道路事業者に対し、当該ETC会員の氏名お

よび会員番号にかかる情報を通知すること。 
（２）第6条第４項の場合において、道路事業者が自ら料金を徴収するために、当社が道路事業者に対しETC会員の氏名、住所、電話番号その

ETC会員が当社に届け出た当該ETC会員の連絡先に関する情報を提供すること。 

 
第12条（免責） 
１．当社は、ETC会員に対して、事由のいかんを問わず、道路上での事故および車載器に関する紛議に関し、これを解決しもしくは損害を賠償

する等の責任を一切負わないものとします。 
２．ETC会員は、車輌の運行に際し、車載器について定められた用法に従い、必ず本カードの作動確認を行うものとします。作動に異常がある

場合には、本カードの使用を中止し、直ちに当社に通知するものとします。 

３．当社は、本カードの毀損、変形、機能不良に基づく、ETC会員の損失、不利益に関し一切の責任を負わないものとします。 
４．当社は、本カードに付帯して道路事業者が提供するサービス等について疑義が生じたときは、ETC 会員は道路事業者との間で当該疑義を解

決するものとし、当社は、当該サービス等に関わるETC会員の損失、不利益に関して一切の責任を負わないものとします。 

 
第13条（代表使用者等の責任） 
会員規約（コーポレートカード）を承認のうえ申し込んだ場合、ETC法人会員および同規約に定める代表使用者は、本カード利用代金その他本

規定に基づきETC法人会員が負担する一切の債務について連帯して当該債務を負担するものとし（民法436 条）、ETC法人会員および代表使
用者のいずれか一方に対する履行の請求は、請求を受けていない他の者に対しても、その効力を生じるものとします。 

 

第14条（適用関係等） 
1．本規定は、ETC 会員の本カード利用について適用されるものとし、本規定に定めのない事項については会員規約によるものとします。  
2．本規定において特に定めのない用語については、会員規約におけるのと同様の意味を有するものとします。  

3．ETCシステムを利用した道路の通行方法、車載器の利用方法その他の事項については、ETC システム利用規程に定めるところによるもの
とします。 

4. 本規定の改定は、会員規約の「会員規約およびその改定」にかかる条項が準用されます。 

 
（2020/7/10） 



ＥＴＣシステム利用規程実施細則 

 

（目的） 

第１条 この実施細則は、ＥＴＣシステム利用規程（以下「規程」といいます。）第１２条に基づき、

ＥＴＣシステムの利用に関して必要な事項を定めるものです。 

（利用方法） 

第２条 東日本高速道路株式会社、首都高速道路株式会社、中日本高速道路株式会社、西日本高速道路

株式会社、阪神高速道路株式会社、本州四国連絡高速道路株式会社又は公社等が管理する有料道路に

おいて、ＥＴＣシステムを利用しようとする場合は、運転を中断している間を除き、有料道路への進

入から有料道路からの退出まで同一の車載器に同一のＥＴＣカードを挿入し、ＥＴＣシステムを利用

可能な状態に保ってください。 

（通行方法） 

第３条 ＥＴＣシステム取扱道路管理者が管理する有料道路において、利用証明書を必要とする場合は、

通行料金の請求又は通行料金の確定に必要な確認を受ける料金所で一般車線（ＥＴＣ車線、一旦停止

を要するＥＴＣ車線及びサポート車線（「サポート」の表示のある車線をいいます。この車線は、道

路整備特別措置法施行規則第 13 条第２項第六号本文に規定する閉鎖施設に該当します。以下同じで

す。）以外の車線（この車線は、道路整備特別措置法施行規則第 13 条第２項第一号本文に規定する一

般専用有人施設、同項第二号本文に規定する一般専用機械式施設のいずれかに該当します。）をいい

ます。以下同じです。）又は一般混在車線（「ＥＴＣ／一般」の表示のある車線をいいます。以下同じ

です。）を通行し、いったん停車して係員にＥＴＣカードを手渡すとともに利用証明書を請求する又

は料金精算機（道路整備特別措置法施行規則第 13 条第２項第二号に規定する料金収受機等をいいま

す。以下同じです。）に挿入するとともに利用証明書を発行するための操作を案内に従って行うか、

料金精算機を設置したサポート車線又はサポート混在車線（「ＥＴＣ／サポート」の表示のある車線

をいいます。以下同じです。）を通行し、いったん停車してＥＴＣカードを料金精算機に挿入すると

ともに利用証明書を発行するための操作を案内に従って行う又は開閉棒の開閉にかかわらず、開閉棒

の手前で停車して係員に申し出てください。なお、スマートＩＣの車線又は料金精算機を設置してい

ないサポート車線若しくはサポート混在車線では利用証明書は発行しません。 

２ ＥＴＣシステム取扱道路管理者が管理する有料道路において、ＥＴＣシステムにより障害者割引措

置を受けようとする場合は、ＥＴＣシステム取扱道路管理者が別に定める手続（以下本項において「手

続」といいます。）を行ってください。ただし、以下の各号に該当する場合は、各号に定める事項を

遵守してください。 

一 障害者割引措置を受けるために登録した車両（以下、「登録車両」といいます。）を利用する場合

において、手続を行っていない場合、ＥＴＣ車線の利用ができない場合等、係員の処理により障害

者割引措置を受けようとするときには、通行料金の請求を受ける料金所で一般車線又は一般混在車

線を通行し、いったん停車して係員に身体障害者手帳又は療育手帳を提示し、ＥＴＣカードを手渡

す又は料金精算機に挿入してください。ただし、通行料金の請求又は通行料金の確定に必要な確認

を受ける料金所でスマートＩＣの車線、サポート車線又はサポート混在車線を通行する場合は、開

閉棒の開閉にかかわらず、開閉棒の手前で停車して係員に申し出てください。 

二 登録車両と異なる車両を利用して障害者割引措置を受けようとするときには、通行料金の請求を

受ける料金所で一般車線又は一般混在車線を通行し、開閉棒の開閉にかかわらず、開閉棒の手前で



停車して係員に申し出の上、身体障害者手帳又は療育手帳を提示し、ＥＴＣカードを手渡す又は料

金精算機に挿入してください。ただし、通行料金の請求又は通行料金の確定に必要な確認を受ける

料金所でサポート車線又はサポート混在車線を通行する場合は、開閉棒の開閉にかかわらず、開閉

棒の手前で停車して係員に申し出てください。なお、スマートＩＣの車線は利用できません。 

３ 東日本高速道路株式会社、中日本高速道路株式会社、西日本高速道路株式会社、本州四国連絡高速

道路株式会社又は公社等が管理する有料道路において、入口料金所（利用する道路又は道路の区間の

始点にあり通行券を発券する料金所をいいます。以下同じです。）で車載器にＥＴＣカードを挿入し

てＥＴＣ車線を通行した場合に出口料金所（利用する道路又は道路の区間の終点までにあり通行料金

の請求又は通行料金の確定に必要な確認を受ける料金所をいいます。以下同じです。）及び検札料金

所（通行券の検札を行う料金所をいいます。以下同じです。）でＥＴＣ車線の利用ができないときは、

いったん停車してＥＴＣカードを係員に手渡す若しくは料金精算機に挿入又は開閉棒の開閉にかか

わらず、開閉棒の手前で停車して係員に申し出してください。ただし、出口料金所がスマートＩＣの

場合は、案内板、係員の指示その他の案内に従ってください。 

４ 東日本高速道路株式会社、中日本高速道路株式会社、西日本高速道路株式会社、本州四国連絡高速

道路株式会社又は公社等が管理する有料道路において、入口料金所で通行券を受け取った場合は、出

口料金所及び検札料金所で一般車線又は一般混在車線を通行し、いったん停車してＥＴＣカードと通

行券を係員に手渡す又は料金精算機に挿入するか、サポート車線又はサポート混在車線を通行し、い

ったん停車してＥＴＣカードと通行券を料金精算機に挿入又は開閉棒の開閉にかかわらず、開閉棒の

手前で停車して係員に申し出てください。ただし、出口料金所がスマートＩＣの場合は、当該料金所

は利用できません。 

５ 首都高速道路株式会社、阪神高速道路株式会社、名古屋高速道路公社、神戸市道路公社、福岡北九

州高速道路公社及び広島高速道路公社が管理する有料道路の一般混在車線並びに阪神高速道路株式

会社が管理する有料道路のサポート混在車線では開閉棒を開放したままの場合があります。この場合

には、路側表示器の表示内容に従い、ブース横で安全に停車できる速度と車間距離を保持して進入し

てください。 

６ 高速自動車国道並びに首都高速道路株式会社、阪神高速道路株式会社、本州四国連絡高速道路株式

会社及び名古屋高速道路公社が管理する有料道路において、通行止めにより途中流出した自動車が、

東日本高速道路株式会社、首都高速道路株式会社、中日本高速道路株式会社、西日本高速道路株式会

社、阪神高速道路株式会社、本州四国連絡高速道路株式会社及び名古屋高速道路公社が実施する料金

調整を受けようとするときは、再流入後の通行については、通行止めによる途中流出前に用いた車載

器及びＥＴＣカードと同一のものを使用してください。 

（徐行の方法） 

第４条 規程第８条第１項第二号及び第六号並びに第２項第一号及び第三号に規定する徐行の際は、Ｅ

ＴＣ車線内で前車が停車した場合、開閉棒が開かない若しくは閉じる場合その他通行するにあたり安

全が確保できない事象が生じた場合であっても、前車又は開閉棒その他の設備に衝突しないよう安全

に停止することができるような速度で通行してください。 

（その他の事項） 

第５条 次表の左欄に掲げるＥＴＣシステム取扱道路管理者が管理する有料道路において、同表中欄に

掲げる場合は、同表右欄に定める取扱い方法を適用するものとします。 

ＥＴＣシステム取扱道路管理 場合 取扱い方法         



者の名称 

東日本高速道路株式会社 

首都高速道路株式会社 

中日本高速道路株式会社 

西日本高速道路株式会社 

阪神高速道路株式会社 

本州四国連絡高速道路株式会

社 

兵庫県道路公社 

宮城県道路公社 

大阪府道路公社 

神戸市道路公社 

愛知県道路公社 

栃木県道路公社 

広島高速道路公社 

福岡県道路公社 

長崎県道路公社 

鹿児島県道路公社 

滋賀県道路公社 

名古屋高速道路公社 

青森県道路公社 

車載器に路線バスとしてセットアッ

プした自動車を路線バス以外の用途

で使用する場合又は車載器に路線バ

ス以外の自動車としてセットアップ

した自動車を路線バスの用途で使用

する場合 

車載器にＥＴＣカードを挿入することなく、一般

車線又は一般混在車線を通行し、通行券を発券す

る料金所では通行券を受け取り、通行料金の請求

を受ける料金所では、いったん停車して係員にＥ

ＴＣカードを手渡す又は開閉棒の開閉にかかわら

ず、開閉棒の手前で停車して係員に申し出てくだ

さい。また、サポート車線又はサポート混在車線

を通行する場合は、通行券を発券する料金所では

通行券を受け取り、通行料金の請求又は通行料金

の確定に必要な確認を受ける料金所で は、開閉棒

の開閉にかかわらず、開閉棒の手前で停車して係

員に申し出てください。ただし、スマートＩＣか

ら流入しスマートＩＣ以外の出口料金所及び検札

料金所を利用する場合は、一般車線又は一般混在

車線を通行し、いったん停車して係員にＥＴＣカ

ードを手渡す又は開閉棒の開閉にかかわらず、開

閉棒の手前で停車して係員に申し出て、スマート

ＩＣの出口料金所を利用する場合は、開閉棒の開

閉にかかわらず、開閉棒の手前で停車して係員に

申し出てください。 

東日本高速道路株式会社 

首都高速道路株式会社 

中日本高速道路株式会社 

西日本高速道路株式会社 

阪神高速道路株式会社 

本州四国連絡高速道路株式会

社 

兵庫県道路公社 

宮城県道路公社 

大阪府道路公社 

神戸市道路公社 

愛知県道路公社 

栃木県道路公社 

広島高速道路公社 

福岡県道路公社 

長崎県道路公社 

鹿児島県道路公社 

滋賀県道路公社 

車軸数が４の自動車で車両制限令（昭

和 36 年政令第 265 号）第３条第１項

に定める限度以下のものが道路法（昭

和 27 年法律第 180 号）第 47 条の２第

１項に定める許可を受けて通行する

場合 

セットアップを行う際に申し出されていない場合

は、通行料金の請求を受ける料金所で一般車線又

は一般混在車線を通行し、いったん停車して係員

にＥＴＣカードを手渡す又は開閉棒の開閉にかか

わらず、開閉棒の手前で停車して係員に申し出て

ください。ただし、通行料金の請求又は通行料金

の確定に必要な確認を受ける料金所でスマートＩ

Ｃの車線、サポート車線又はサポート混在車線を

利用する場合は、開閉棒の開閉にかかわらず、開

閉棒の手前で停車して係員に申し出てください。 



名古屋高速道路公社 

青森県道路公社 

東日本高速道路株式会社 

首都高速道路株式会社 

中日本高速道路株式会社 

西日本高速道路株式会社 

阪神高速道路株式会社 

本州四国連絡高速道路株式会

社 

兵庫県道路公社 

宮城県道路公社 

大阪府道路公社 

愛知県道路公社 

栃木県道路公社 

広島高速道路公社 

福岡県道路公社 

長崎県道路公社 

鹿児島県道路公社 

滋賀県道路公社 

名古屋高速道路公社 

青森県道路公社 

車軸数が２以上の自動車であって隣

接するいずれかの車軸間距離が１．０

メートル未満のものが通行する場合 

セットアップを行う際に申し出されていない場合

及び該当する自動車が被けん引自動車の場合は、

通行料金の請求を受ける料金所で一般車線又は一

般混在車線を通行し、いったん停車して係員にＥ

ＴＣカードを手渡す又は開閉棒の開閉にかかわら

ず、開閉棒の手前で停車して係員に申し出てくだ

さい。ただし、通行料金の請求又は通行料金の確

定に必要な確認を受ける料金所でスマートＩＣの

車線、サポート車線又はサポート混在車線を利用

する場合は、開閉棒の開閉にかかわらず、開閉棒

の手前で停車して係員に申し出てください。 

東日本高速道路株式会社 

中日本高速道路株式会社 

西日本高速道路株式会社 

本州四国連絡高速道路株式会

社 

兵庫県道路公社 

宮城県道路公社 

愛知県道路公社 

広島高速道路公社 

福岡県道路公社 

青森県道路公社 

入口料金所でＥＴＣシステムを利用

して通行した自動車が事故及び故障

等により通行できなくなり、出口料金

所及び検札料金所をけん引された状

態で流出する場合 

出口料金所及び検札料金所で一般車線又は一般混

在車線を通行し、いったん停車して係員にＥＴＣ

カードを手渡す又は開閉棒の開閉にかかわらず、

開閉棒の手前で停車して係員に申し出てくださ

い。ただし、出口料金所でスマートＩＣの車線、

サポート車線又はサポート混在車線を利用する場

合は、開閉棒の開閉にかかわらず、開閉棒の手前

で停車して係員に申し出てください。 

首都高速道路株式会社 

阪神高速道路株式会社 

 

乗継制度（有料道路を利用する自動車

が、指定した出口から有料道路外へい

ったん出たのち、再度指定した入口か

ら進入し、引き続き当該有料道路を利

用する場合にこれを１回の通行とみ

なす制度をいいます。）の適用を受け

ようとする場合 

有料道路への進入から乗継出口、乗継入口、有料

道路からの退出まで同一の車載器に同一のＥＴＣ

カードを挿入して通行してください。 



名古屋高速道路公社 

福岡北九州高速道路公社 

乗継制度の適用を受けようとする場

合 

入口料金所から乗継出口を経由して乗継料金所ま

で同一の車載器に同一のＥＴＣカードを挿入して

通行してください。 

福岡北九州高速道路公社 車軸数が２のセミ・トレーラー用トラ

クタで被けん引自動車を連結してい

ないものが通行する場合 

通行料金の請求を受ける料金所で一般車線又は一

般混在車線を通行し、いったん停車して係員にＥ

ＴＣカードを手渡してください。 

東日本高速道路株式会社 

首都高速道路株式会社 

中日本高速道路株式会社 

西日本高速道路株式会社 

阪神高速道路株式会社 

名古屋高速道路公社 

福岡北九州高速道路公社 

広島高速道路公社 

宮城県道路公社 

特定の区間・経路を通行した場合に対

象となる通行料金や割引制度の適用

を受けようとする場合 

当該特定の区間・経路の利用開始から利用終了ま

で同一の車載器に同一のＥＴＣカードを挿入して

通行してください。 

栃木県道路公社 

名古屋高速道路公社 

広島高速道路公社 

福岡北九州高速道路公社 

福岡県道路公社 

鹿児島県道路公社 

滋賀県道路公社 

青森県道路公社 

障害者割引に登録したＥＴＣカード

及び自動車で被けん引自動車を連結

して通行する場合 

通行料金の請求を受ける料金所で一般車線又は一

般混在車線を通行し、いったん停車して係員にＥ

ＴＣカードを手渡してください。 

東日本高速道路株式会社 

中日本高速道路株式会社 

西日本高速道路株式会社 

本州四国連絡高速道路株式会

社 

兵庫県道路公社 

宮城県道路公社 

愛知県道路公社 

広島高速道路公社 

福岡県道路公社 

入口料金所でＥＴＣシステムを利用

して通行した自動車が、インターチェ

ンジ等の間で、被けん引自動車との連

結等により料金車種区分が変更され

た状態で出口料金所及び検札料金所

を通行する場合 

出口料金所及び検札料金所で一般車線又は一般混

在車線を通行し、いったん停車して係員にＥＴＣ

カードを手渡す又は開閉棒の開閉にかかわらず、

開閉棒の手前で停車して係員に申し出てくださ

い。ただし、出口料金所でスマートＩＣの車線、

サポート車線又はサポート混在車線を利用する場

合は、開閉棒の開閉にかかわらず、開閉棒の手前

で停車して係員に申し出てください。 

東日本高速道路株式会社 

中日本高速道路株式会社 

西日本高速道路株式会社 

本州四国連絡高速道路株式会

社 

けん引自動車がスマートＩＣを通行

する場合 

スマートＩＣから流入し、スマートＩＣ以外の出

口料金所及び検札料金所を利用する場合は、一般

車線又は一般混在車線を通行し、いったん停車し

て係員にＥＴＣカードを手渡す又は開閉棒の開閉

にかかわらず、開閉棒の手前で停車して係員に申

し出てください。スマートＩＣから流入し、スマ



ートＩＣの車線、サポート車線又はサポート混在

車線の出口料金所を利用する場合は、開閉棒の開

閉にかかわらず、開閉棒の手前で停車して係員に

申し出てください。 

東日本高速道路株式会社 

中日本高速道路株式会社 

右欄対象料金所の一旦停止を要する

ＥＴＣ車線を通行する場合 

対象料金所 

(東日本高速道路株式会社) 

道央自動車道 森料金所 

 

(中日本高速道路株式会社) 

中部縦貫自動車道（安房峠道路）平湯料金所 

 

通行に際しては、ＥＴＣシステム利用規程及び同

実施細則の規定に従い通行してください。 

阪神高速道路株式会社 右欄対象料金所の一旦停止を要する

ＥＴＣ車線を通行する場合 

 

 

 

対象料金所 

北神戸線 しあわせの村料金所 

 

当該料金所の車線には「一般」と表示しておりま

す。いったん停車して係員に申し出てください。 

 

東日本高速道路株式会社 

首都高速道路株式会社 

中日本高速道路株式会社 

西日本高速道路株式会社 

阪神高速道路株式会社 

本州四国連絡高速道路株式会

社 

宮城県道路公社 

栃木県道路公社 

名古屋高速道路公社 

愛知県道路公社 

滋賀県道路公社 

大阪府道路公社 

神戸市道路公社 

兵庫県道路公社 

広島高速道路公社 

福岡県道路公社 

長崎県道路公社 

鹿児島県道路公社 

青森県道路公社 

側車付二輪自動車であって被けん引

自動車を連結して通行する場合 

通行料金の請求を受ける料金所で一般車線又は一

般混在車線を通行し、いったん停車して係員にＥ

ＴＣカードを手渡す又は開閉棒の開閉にかかわら

ず、開閉棒の手前で停車して係員に申し出てくだ

さい。ただし、通行料金の請求又は通行料金の確

定に必要な確認を受ける料金所でスマートＩＣの

車線、サポート車線又はサポート混在車線を利用

する場合は、開閉棒の開閉にかかわらず、開閉棒

の手前で停車して係員に申し出てください。 



 附 則 

１ この実施細則は、令和５年１２月１９日から適用します。ただし、現にＥＴＣシステムを利用して料金徴収を行って

いない道路又はＥＴＣシステム取扱道路管理者においては、ＥＴＣシステムを利用して料金徴収を開始する日から適用し

ます。 

２ 令和５年４月１日付けＥＴＣシステム利用規程実施細則（以下「旧実施細則」といいます。）は、本実施細則の適用

をもって廃止します。 

  なお、本実施細則の適用前に旧実施細則の規定に基づき行われた手続で、本実施細則の適用の際現に効力を有するも

のは、本実施細則の規定により行われたものとします。 

 


